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［出所］リース事業協会『リース需要動向調査報告書』（1994 年9 月），9 頁。
図2 機種別リース契約高
(単位 ：億円, ％)
平成3 年度 平成4 年度 平成5 年度 平成6 年度 対 前 年 度 比
リ ース
契約額 構成比 ■Jース契約額 構成比 リ
ース
契 約額 構成比 リ
ース
契 約額 構成比 3/2 4/3 5/4 6/5
情 報` 関 連 機 器 36,204 41.1 32,683 42.0 30,053 41、8 29,731 40.9 101.5 90.3 92.0 101.1
うち 電算機 及び 関連機器 31,427 35.7 28,282 36.4 26,093 36.3 25,569 35.2 102.4 90.0 92.3 100.4
通 信 機 器 4,776 5.4 4,401 5.7 3,961 5,5 4,162 5,7 96.1 92.1 90.0 105.3
事 務 用 機 器 7,752 8.8 6,778 8.7 6,412 8,9 7,726 10.6 105.6 87.4 94.6 119.1
産 業 機 械 14,484 16.5 12,314 15.8 10,562 14.7 9,159 12.6 110.9 85.0 85.8 90.8
工 作 機 械 4,713 5.4 2,896 3.7 2,098 2.9 1,556 2.1 101.8 61.4 72.4 73.9
土 木 建 設 機 械 1,496 1.7 1,338 1.7 1,192 1.7 1,217 1.7 98.6 89.4 89.1 98.4
輸 送 用 機 器 5,072 5.8 4,674 6.0 4,579 6.4 5,304 7.3 106.3 92,1 98.0 113.1
うち 自 動 車 3,810 4.3 3,541 4.6 3,369 4.7 3,917 5.4 106.7 92.9 95.1 119.2
船 舶 181 0.2 76 0.1 106 0.1 55 0.1 U6.6 42.1 139.0 52.3
医 療 機 器 2,421 2.8 2,524 3.2 2,431 3.4 2,558 3.5 112.8 104.2 96.3 105.2
商業用及びサービス業用機械設置 11,189 12.7 10,724 13.8 10,774 15.0 11,674 16.1 104.5 95.8 100.5 109.0
うち 商 業 用 機 械 設 備 6,187 7.0 5,968 7.7 5,998 8.4 6,385 8.8 106.6 96.5 100.5 105.8
そ の 他 4,685 5.3 3,812 4.9 3,723 5.2 3,800 5.2 108.7 81.4 97,7 102.8
うち 理 化 学 機 器 1,228 1.4 1,048 1.3 917 」.3 975 1.3 119.1 85.4 87.5 106.5
合 計 88,016 100.0 77,742 100.0 71,825 100.0 72,725 100.0 10∠1.6 88.3 92.4 102.6
（注）1. ㈲リース事業協会調査2.6
年度は速報値（6 ／5 ：対前年度比は5 年度速報値との比較）










































合 計 100 376(平均額)
（資料）V- ス事業協会・1994年度リース年次統計により作成。
（注）調査対象会社数は協会加盟会社335社である。
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さらに、V ース利用のインセンティブを調べると、ファイナンス面のメリット の 「効率的な資金
運用 ができる」（81.9 ％）、税務面のメリット の「リース料は経費で落とすことがで きる」（72.2 ％）、機
能面 のメリットの「リース料が毎期一 定であるためにコスト把握が容易である」（42.2 ％）、「陳腐化
に弾力的に対応できる」（29.1 ％）、「所有に伴 う経費や手間が省け事務の省力化 が図れる」（26.6 ％）




できなくなり、企業のリース利用のメリットが大 幅に減少することに繋がると思 われる。 したがっ
て、わが国の場合には、 アメリカとは別の視点から オン 。バランス化の問題を捉 えることが肝要で
あろ う(8)。
図3 リース利用のメリット0
効 率 的 な 資 金 運 用
経 費 で 処 理 で き る
コ ス ト把 握 が 容 易
陳腐 化 に 対 応 で き る
事務省 力 化 が 図 れ る
コ ス ト 意 識 が 明 確100
％ 借入 れ と 同 じ
ノド ン ス シ ー トに
表 示 不 要
インフレヘッジ効果あり





〔出所〕V ース事業協会 『V ース需要動向調査報告書』（1994 年9 月）,9 頁。
3 ．リースの情報開示の実態
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(会 社 名) (設 備 の 状 況 の 記 載) ( 支払 リース料の注記) ( 減価償却費との割合)
（1 ） 日本 ハム IBM コンピ ュータ ー2 台4 ～7 年 年 間リ ース料445 百万円
所有権移 転外リ ース
オフ ィスコンピ ュータ112 台5 年186 百万円
所有権移 転外リ ース （合計631 百万円）
757百万 円 機 械装置の26.7 ％
（2） ワコール 中型 コンピ ュータ19台 リ ース料496 百万円 レン タル期間3 年




（3）富士 写真フィル ム コンピュ ーター一 式 賃借料728 百万円 1,305百 万円 機械装置 ・工 具器 具備品
の9%
（4）小 松製作所 大型 計算機3 台 中型計算機7 台及びその周辺機器(
金額記載なし)
3,475 百万円 機械装置 のZi.1％
（5） クボタ 製 造用金型1 式2,691 百万 円 所有権移転外 リース
電 子計算機及 び周辺機器1 式926 百万円 所有権移転外 リース
営業 用車等529 台592 百万 円 所有権移転外II ース(
合計4,209 百 万円〕
4,287 百万円 機械装置 ・車両運搬具の30.8
％
（6） 日立製作所 半導体・ コンピュ ータ等 のエレ クト ロニクス関 連製品 の製造設備(
金額 記載な い
23,963 百万円 機械装 置の28.6 ％
（7 ）東芝 エヌイ ーシ ー東 芝情報 システ ムから の大型電 算機(
金 額記載なし)
2,212 百万円 機械 装置の1.9 ％
（8 ）三菱電機 三菱 電機 クレジ ットか らの大型電 算機 月 額リース料54百万円
期間5 年 （合計648 百万円）
8,926 百万円 機械 装置の19.4 ％
（9 ）マキ タ 電子計算機2 セ ット5 年 月額 リース料14百万円
リ ース契 約残高415 百 万円 所有 権移転 外リ ース
営業用 車両626 台5 年 月額 リース料15 百万円
リ ース契 約残高451 百万円 所有 権移 転外リ- ス(
合計348 百万円)
553 百万円 機 械装置・車両運搬具の27.4
％
(10) オムロン IBM 機 械装置5 式 年間 リース料884 百万円 リ ース期間5 年 10,342 百万 円 機械装置の187 ％
(11)日本電気 設備の 記載なし 1,157百万 円 機械装置の5.6 ％
(12)松下電器産業 大型電 子計算機及 び周辺機器並 びに事務機器
リ ース契 約債務19,413 百万円 所有権移転外ファイナンス・リース(
金額記載な い
11,833 百 万円 機械装置 ・工具器 具備品
の2Z. ＼%
(13) ソニー 設備 の記載なし 3,342 百万円 機械装置 の8.4 ％
(14)TDK 情報処 理設備I ・BM9021 シ ステム1 式473 百万円
リ ース期間5 年
富士通VP-2100/10S1 式84 百万円5 年（合計557 百万 円）
1,906 百万円 機械装置 の14.6 ％
(15) パイオニア コンピュ ータ等 の設備4 ～6 年 当期リ ース料総額3,753 百万 円
リ ース契 約残 高6,631 百万円
2,733 百万円 機械装置 のno.8 ％
(16)京 セラ 事務機 器2887 台3 ～6 年 通信機器279 台3 ～6 年
自動 車581 台1 ～3 年（) ース契約） リース料1,722 百万円
1,722 百万円 機械装置 ・車輛運搬具・
工具器 具備品の13.7 ％
(17)村 田製作所 中央 演算処理 装置1 セ ット リ ース期間4 年
支払 リ ース料415 百万円g ース契約債務353 百 万円
外 部記憶装置10 台4 年 支払リ ース料136 百 万円
リース契約債務185 百万 円 （ 合計551 百万円）
262百万円 機械 装置 の8.7 ％
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(18) 本田技研工業 大型 コンピ ュータ23台 オフ ィス コンピ ュータ232 台(
金額記載なし)
5,162百万円 機械装 置の20.7 ％
(19) 旭光学工業 大型 コンピ ュータ8 台 リース期間5 年 生 産設備72台6 ～8 年
金型3 年 年間リ ース料1,718 百万円
1,718百万円 機械 装置の179%
(20) リ コー 詳細なデ ータ有り 製造用設 備 研究用 設備OA イヒ設備(
台数、期間、当期リ ース料 ・レ ンタル 料1,815 百万円 、リース
契約残高、 リースの分類)
3,757百万円 機械装 置 の59.9 ％
(21) 大 日本印 刷 製版用機器 事務用 コンピ ュ ータ 事務 用機器(
金額記載な い
5,158百万円 機械 装置 ・工 具器具備品
の15.7 ％
(22) 伊藤忠 商事 汎用 コンピ ュータ及び周辺 関連設備5 機種 数量'}
ース期 間 当期支払 リース料965 百万 円（個別に 記載）
3,096百万円 機械装置 の1,186 ％
(23) 丸紅 不動産の みで 設備の記載な し 927百万円 機械装置 の195 ％
(24) 三井物産 不動産の みで 設備の記載な し 4,142百万円 機械装置 の2,480 ％
(25) 三菱 商事 不動産 のみで 設備の記載な し 3,315百万円 機械装置 の274 ％
(26) 三菱銀 行 IBM ホスト コンピ ュータ ー及び 周辺 機器1
式4 ～6 年 年間 リース料2,422 百万円
2,621 百万円 動産の16.1 ％?!!細の区分
なし
② 設備の状況の詳細な企業及びリース利用率の高い業種に属する企業
(会 社 名) (設 備 の 状 況 の 記 載) ( 支払 リース料の注記) (減価償 却費 との割合)
(1 ）全 日空 総機数141 中47 機が リース機（33 ％）
リ- ス先を個 別に記載 （金額 記載な い
7,964 百万円 航空機の16.4 ％
(2 ） 日本航空 総機数169 中92機が リース機（54 ％）年 間リ ース料38,7ir 百万円
リース契 約残 高321,158 百 万円
34,191 百万円 航空機の40.7 ％
（3 ） 日本郵船 コソテナバソ 年額 リース料11,196 百 万円 リース期間1 ～9 年
レ ソタル ーリ ース契 約
4,227百万円 車両運搬 具の5,351 ％
（4 ） 商船三井 電子計 算機 年額リース料913 百 万円3 ～8 年
コンテナ 年 額リース料13,113 百 万円1 ～10年(
合計14,026 百万円)
10,719 百万円 機械装置 ・車両運搬具 の20,328
％
（5 ） 日本通運 車両運 搬具 年間']ース料339 百 万円 電子 計算機
年間 リース料2,979 百 万円
そ の他 事務機 械 年 間リ ース料1,725 百万円(
合計5,043 百万円)
5,044 百万円 機械装置 ・車両運搬 具の32.7
％
（6 ）富 士重 工業 生産設 備（自動車製造設備）台数 契 約期間 記載 有
月額 リース料446 百万 円
そ の他 の生産 設備（電 子計算機 及び周辺機器等）
月額 リース料・レンタル料195 百 万円 （ 合計7,692 百万円）
8,290 百万円 機械装置 の50％
(7 ）ト ヨタ自動車 大型電 子計算機 当 期支払 リ ース料4,442 百万円
所有権 移転外ファイナンス・ リース
5,641百万円 機械装置 の4.57 ％
（8 ）m 治乳業 大型 コンピュ ータ 中 ・小 型 コンピュ ータ及 びパソコン
自動 車 販売 機材 自動充填機 台数 期間2 ～5 年
リース・レンタル年 間総額6,937 百万 円
リース契 約残高152 億2200 円
5,400百万円 機械装置 ・車輛運搬具 ・
工具器具備 品の51.1 ％
（9 ）雪 印乳業 生産設 備（市乳充填機 ・アイ スクリ ーム充填機）
販売設 備（市乳自動販売機）
そ の他 の設備 （大・中・小 コンピュ ータ、営業用 等車輛）
年 間リースレ・yタル料5,877 百万 円
6,285百万円 機械装置 ・車輛運搬具 の69.7
％
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(10)森永 製菓 キャンディ・チ ョコレ ート ・スナック・ キャラメル 等の菓子製造
設備 リ ース期間7 年 年間') ース料1,126 百万 円
シa ケ ース ー自動販売機 リース期間5 年
年 間リ ース料1,267 百万円
コンピュ ータシ ステ ム リ ース期間5 年
年 間リ ース料1,175 百万円 （合 計2,867 百万円）
3,587百万 円 機械設 備の112 ％
工具器 具備品の1,829 ％
(lD 明治製菓 営業 用車両 リース期間3 ～4 年 年間リ ース料404 百万円
研究所試験分析機 器類'} ース期間3 ～5 年
年 間リ ース料246 百万円
食料製造設備 リ ース期間3 ～5 年 年間 リース料246 百万円
菓子製造設備 リ ース期間3 ～5 年 年間 リース料246 百万円(
合 計1,364 百万円)
1,631百 万円 営業用 車両のi,i54 ％
機械装 置の7.12 ％
(12)美津 濃 生産設備・その他 の設備ごとに 数量 リ ース期 間
月額 ■;ース料151 百万円 契約 方式 （ 合計1,812 百万円）
1,620百 万円 機械装 置・車輛運搬具・
工具器 具備品の239 ％
(13)品川燃料 営業 用車両 ホストコ ンピ ュータ オフ ィスコンピュータ毎に
台数 リ ース期間
年間リ- ス料合計215 百万円 リ ース契約残 高404 百万円
190百万円 機械装 置・車両運搬具の104
％
(14) ミツウロコ 営業 用車両3 年 年間リ- ス料60.661 千 円'}
ース契約債務64,838 千円
富士通大型 コンピュ ーター オリベ ッテ ィコンピュ ータ ー
年 間リ ース料184,007 千円 リ ース契約債務376,403 千円
所有権移転外 ファイナ ンス・9 ース （ 合計244,668 千円）
125,558 千円 車両運 搬具の1,914 ％
機械装 置の45％
(i& オリンパス光学 機械装置 事務機 器及び電子計 算機 リース期間4 年～6 年
当期支払 ■;ース料1,710 百万 円
1,710 百万円 機械装 置・工具器具備品
の25.6 ％
(16)シ ャープ コンピュ ータ及 び周辺機器 年 間V ース料7,287 百 万円
所有権移転外フ ァイナ・yス・9- ス
130,60 百万円 機械装 置の50％
(um 周波熱錬 大阪工場・平塚工 場・湘南事業 所 オフ ィスコンピュ ータ・文書
管理システ ム')
ース料22,604 千 円 リ ース契 約残高39,444 千 円
100,170 千円 機械装 置の9.1 ％
(18) 日鉄鉱業 9 つの事業所毎に資 産の名称 台数 契約期 間
年 間リ ース料767,743 千円I) ース契約残 高1,070,392 千円
840,106 千円 機械装 置の38.1 ％
(19) 東芝機械 乗用車81台 リース期間3 年 年間リ ース料54 百万 円
リ ース契約残高58 百万円 所有 権移転外 リース
電 子計算機ACOS-8301 式3 年193 百万 円







(20) 新潟鉄工所 機械装置 リース期間6 ～7 年 年間リ ース料455 百万円
工具器具備品 リース期間3 ～5 年 年間 リース料1,568 百万円
車両運搬具 リース期間3 ～4 年 年間 リース料313 百万円
リース契約残高3,148 百万円 （ 合計1,263 百万円）
1,263 百万円 機械装 置の30％
工具器 具備品の161 ％
車両運 搬具の1,304 ％
(21) 日立精機 VE26他工作機械製 造設備 リース期間6 年 間
年 間リ ース料260,489 千円IBMCADAM
シ ステム9- ス期 間5 年 年 間リース料33,075 千円(
合計293,564 千円)
303,585 千円 機械装 置の114 ％'
(22) マルエ ツ 情報関連機器POS 関連機器そ の他
支払 リ ース料2,034 百万円 リ ース期間5 年
2,034 百万円 器具備 品の124 ％
(23) 第一勧業銀行 IBM電算機 リース期間6 年 年 間リ ース料20百万円
自動預金払出機 ・コソピ ュータ端末機等 リース期間5 ～6 年
年間リ ース料2,949 百万円
パソコン等 リース期間8 年1,946 百万円 車輛
リ ース期間3 ～6 年 年間]l ス料983 百万 円(
合計5,898 百万円)
4,915 百万円 動産 の64.2 ％
(24) 日本興業銀 行 汎用大型電 子計 算機3 台 リ ース期間4 ～5 年
年間リ ース料1,523 百万円
3,457 百万円 動産 の88％
（注）設備の状況の記載部分の（合計）とは支払リース料の金額を合算したものを示している。




















































年3 月）、②リース取引に係る会計基準に関する意見書（1993 年6 月、大蔵省企業会計審議会）、③リース取
引の会計処理及び開示方法に関する実務指針（1994 年6 月、日本公認会計士協会会計制度委員会）、④リー
ス取引に係る監査上の取 り扱い（1994 年5 月、日本公認会計士協会監査委員会報告第54 号）などが適用さ
れている。
（2）単独決算においては、適用初年度（1994 年度）はフ ァイナンス・リース取引の会計方針と支払リース料を






小宮山賢 「リース取引の会計処理及び開示に関する実務指針の解説」『JICPA ジ 十－ ナルJNo.465 、1994
年4 月。
I)ースの情報 開示 とその 問題 点125
（5）わが国のリース取引の特徴については、森住祐治「リ- ス取引の現状とリース会計基準への対応一貸手企
業の立場から」旬刊経理情報編集部編『V ース会計実務のすべて』中央経済社、1994年、43～70頁に詳説
されている。
（6）日米のリース取引や会計基準の相違点については、拙稿「わが国リース会計基準の針路－IJースの日米比
較を踏まえてー」『産業経理』第54巻第3 号、1994年10月を参照にされたい。
（7）ここでは50社を記載しているが、実際の調査では150社程度の開示状況を調査した。またSEC 基準の適
用会社のなかで、三洋電機は11月決算であり、イトーヨーカ堂は2 月決算であるために調査対象企業から
は除いてある。
（8）リースの利用率の高い業種については、製造業では、機械（3,840億円）、食品（L609 億円）、化学（979億
円）であり、非製造業では、商業（7,179億円）、金融・保険（3,829億円）、通信・運輸（1,653億円）、建
設・不動産（1,600億円）である（リース事業協会『リース需要動向調査報告書』1994年9 月、40頁）。(9
）リース事業協会の行った「設備の状況」におけるリース取引の開示状況の調査（1991年度）によれば、調査
対象企業2,094社のなかで、1,785社（85.5％）がリース取引を開示しており、年間n ース料の開示は1,648
社（92.3％）に達していることが示されている。
（10）「V ース取引に係る会計基準に関する意見書」企業会計審議会第一部会（1993年6 月17日）、I:頁。
（11）リ- ス会計基準の企業の具体的な対応については、以下の文献に日立グループの例が示されている。
逆瀬重郎「リース会計基準への対応一日立グループの取組み例」『COFRI ジャーナル』第19号、1995年6
月。
（12）この点については、日本航空は国内線に賃借航空機を積極的に導入することにより、収益改善を図る対策
を講じていることからも、所有資産との同一の経済的実態として捉えるべきと思われるし、負債のサイド
でもリース契約残高の金額が長期借入金、社債に次ぐ高い割合を占めている状況がみられる。詳細につい
ては、拙稿「重要テーマの事例研究：リース」伊藤邦雄・醍醐聴・田中建二編集『事例研究・現代の企業
決算』中央経済社、1993年、101－106頁を参照されたい。
（13)ただし、一部の自動車会社では、リースした部品の金型が他への転用が難しいとの理由で所有権移転ファ
イナツス・リースと判定されたため、リースの利用を止めるケースも現実に起きている（『週間ダイヤモ
ソド』第83巻53号、1995年12月23日、16頁）。
（W 最近では、リース会社によるリース会計基準対応ソフト（例えば、日本リースのLeaseManager ）の開発
の進んでおり、その導入によりV ース利用企業の事務負担も軽減されると同時に、リース資産を含めた固
定資産の一元化管理に拍車がかかると思われる。
（15）もう一つの方向性として、企業にとって基幹設備を構成するものについては資本化処理をし、賃貸借的性
質が強いものについては脚注開示という“折衷型基準”の適用も考えられる。この点については、前掲稿、
『産業経理』第54巻第3 号、1994年10月を参照されたい。
（付記）本稿は、愛知学院大学経営管理研究所の個人プロジェクト(1994 年度）の助成を一部受け
ている。ここに記して感謝の意を表したい。C1995
年11月30日受理）
